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The purpose of this article is to empirically investigate the effectiveness of POP advertising, as a 
means of in-store communication, in terms of how it affects consumer behavior.  Two experimental 
pieces of research and interviews at a storefront revealed the fact that the effectiveness of POP 
advertising increases sales when its message is deliberately developed and/or is utilized with other 
means of in-store promotions. 
 
要  約 
本稿の目的は、店頭コミュニケーション施策の一つである POP（Point of Purchase）広告
が、顧客の購買行動にどのような影響を与えるかに関して実証的にその効果を検証することで




 1 ．はじめに 
本稿では、小売店での購買時点におけるコミュニケーション施策に着目し、消費者が商品購買の最終
選択を行う時点での効果を目的としたメディアである POP 広告の効果を考察する。具体的には、POP
広告の表示内容や視覚効果による違い、POP 広告以外の ISP 施策との組み合わせによる効果の変化を
検証するための実験、さらには実際の店舗における顧客への店頭インタビュー調査を行うことで POP
広告の効果を多面的に分析する。 
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かった店では 1 週間に 4 本しか売れなかったが、POP 広告を設置した店では21本売れたというものや、
クレンジング・ティッシュの新製品販売において、POP 広告を設置した店は設置しなかった店の3.3倍
の売上があったという調査報告がなされている。さらにアメリカでは、POPAI（Point of Purchase 
Advertising International）が長年に渡り POP 広告の効果に関する様々な調査を実施しており、販売
数量に関するものとして2002年にコンビニエンスストア120店舗の57品目を対象に行った調査結果か
ら、POP 広告の設置による対象商品の平均販売数量が9.2％増加したと報告されている。 




介型か）による効果の差を明らかにしようとした McKinnon et al.（1981）などであり、それらにおい
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ては他の ISP 施策との組み合わせ効果や POP 広告の表示内容による効果の違いなど、POP 広告の効
果が多面的に測定されている。 
 
 3 ．問題の所在と仮説 




（ 1 ）POP 広告のメッセージ内容や形状による効果の違い 






（ 2 ）POP 広告と他の ISP 施策との組み合わせ効果 
POP 広告と他の ISP 施策を組み合わせた場合の効果に関するこれまでの研究は、Woodside and 
Waddle（1975）が行った値引きとの組み合わせについての研究と、McKinnon et al.（1981）が値引
きと価格表示型 POP ならびに商品紹介型 POP の組み合わせ効果を検証したものくらいしか存在せ
ず、極めて限定的である。しかし実際の店舗では、値引きや特殊陳列など、POP 広告以外にも様々
な ISP 施策が複合的に行われており、この視点からの POP 広告の効率的な活用方法を考察する必要
があると考えられる。 
 









 3－ 2  研究仮説 
これらの問題意識と研究課題から本稿の研究仮説を次のとおり設定した。 
 
H 1 a：価格表示型の POP 広告は、POP 広告が無い場合と比較して売上を有意に増大させる。 
─   ─ 56
H 1 b：商品紹介型の POP 広告は、POP 広告が無い場合と比較して売上を有意に増大させる。 
 
これらは、POP 広告の売上増大効果を考察するとともに、店頭価格表示型 POP と商品紹介型 POP
という表示内容の異なる POP 広告についてそれぞれ測定することで、POP 広告の表示内容によってそ
の効果に違いがあるのかどうかを考察することを目的とする。なお、これらの仮説の検証は、Woodside 
and Waddle（1975）、McKinnon et al.（1981）の研究結果と今回の実験結果の比較を行うことも前提
としている。 
 
H 2 ：POP 広告と他の ISP 施策を組み合わせた場合、両者それぞれを単独で実施した場合と比較して、
売上は有意に増大する。 
 






 4 ．調査概要 
 4－ 1  調査の種類 
まず、先に提示した研究仮説を検証するために次の 3 種類の調査を実施した。それぞれの調査方法の
詳細については後述する。 
 ･価格と POP の相乗効果に関する実験（以下、実験 1 ） 
 ･商品の展示方法と POP の相乗効果に関する実験（以下、実験 2 ） 
 ･店頭インタビューによる顧客購買行動についての調査（以下、インタビュー調査） 
 
 4－ 2  調査対象 







ーの ISP 施策が存在しないという特色を持つ。つまりリユースショップの ISP 施策は、基本的に全て
流通業者またはその店舗独自で行うことになる。そのような店舗で調査を行うことは、今回の研究にお
ける課題のひとつである流通主体の ISP 施策の純粋な効果を測定ためにも有効であると考える。 
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しかしながら、リユースショップにおける ISP の効果測定研究は過去に前例がなく、その検証方法に
よっては、リユースショップ独自の、更には今回の調査先店舗独自の傾向が出る可能性は否定できない。 
 4－ 3  各調査の詳細 
今回実施した調査の詳細は、以下のとおりである。 
 
（ 1 ）値引きと POP 広告の効果に関する店頭調査（実験 1 ） 
〔目 的〕 




実験は、音楽 CD を調査アイテムとして2008年 5 月 6 日から17日までの12日間実施した。音楽 CD
を選択した理由は、実験店舗においてその POS データが整備されており、調査上、価格の管理が行
いやすいからである。 




実験方法については、Woodside and Waddle（1975）を参考に、要因 2 水準の計 4 つの条件（値引
きの有無×POP 広告の有無）とし、それぞれの条件を実験場所として設定した 4 つの陳列棚に設定
した上でそれらを測定期間毎に入れ替えていくラテン方格法を用いた（図表１参照）。測定対象の商
品数は、各棚30点× 4 棚の計120点とした。 
 
図表１ 店頭実験１の計画 
 棚1 棚2 棚3 棚4 
期間1 T1 T2 T3 T4 
期間2 T2 T3 T4 T1 
期間3 T3 T4 T1 T2 
期間4 T4 T1 T2 T3 
注）実験条件は次の通り。 
T1：通常価格－POP あり T3：特売価格－POP あり 
T2：通常価格－POP なし T4：特売価格－POP なし 
 
（ 2 ）商品の展示方法と POP 広告の効果に関する店頭調査（実験 2 ） 
〔目 的〕 
本店頭調査は、研究仮説 H 1 b および H 2 の検証を目的としている。商品紹介型 POP 広告の単独




実験は2008年 5 月10日から15日、 5 月17日から19日、 5 月23日から25日までの延べ12日間にわ
たって実施された。 
調査アイテムには書籍を選択した。理由は、日毎の売上数量が多く、データ分析の際により明確な
結果が期待できるからである。比較対照する ISP 施策は、書店特有の ISP 手法の一つである面展（め
んてん）２を採用した。理由は、実験 1 の対象である音楽 CD と異なり、書籍は POS での管理を行っ
ていないために価格のコントロールが難しく、他の ISP 施策を適用する必要があったからである。 






 棚1 棚2 棚3 棚4 
期間1 T1 T2 T3 T4 
期間2 T2 T3 T4 T1 
期間3 T3 T4 T1 T2 
期間4 T4 T1 T2 T3 
注）実験条件は次の通り。 
T1：面展あり－POP あり T3：面展なし－POP あり 
T2：面展あり－POP なし T4：面展なし－POP なし 
 
 6 ．調査結果の分析 
本章では、今回の実験結果を分析し、研究仮説の検証を行う。 
 
 6－ 1  値引きとＰＯＰ広告の効果に関する店頭調査（実験１）の結果 
（ 1 ）基本データ 
12日間にわたる実験の結果、各実験条件別に図表３に示す売上データが得られた。売上数量をみる
と、条件 T3（特売価格－POP あり）の値（46冊）が、他の条件の 2 倍以上を示しており（T1＝12冊、
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図表３ 売上数量（単位：冊数） 
 棚1 棚2 棚3 棚4 計 
期間1 T1   4 T2   9 T3  15 T4   5 33 
期間2 T2   5 T3  13 T4   5 T1   4 27 
期間3 T3   5 T4   4 T1   2 T2   2 13 
期間4 T4   9 T1   2 T2   2 T3  13 26 
計 23 28 24 24 99 
注）実験条件は次の通り。 
T1：通常価格－POP あり T3：特売価格－POP あり 
T2：通常価格－POP なし T4：特売価格－POP なし 
全期間の総売上数量＝99  1 日あたり平均売上数量＝8.25 
 
（ 2 ）分散分析 
実験結果のデータについて分散分析を行ったところ、測定条件の因子のみが 1 ％水準で有意となった
（図表４参照）。さらにこれを Fisher の最小有意差法を用いて水準間の差を検定したところ、特売価格
で POP を付けた場合に対して、通常価格で POP を付けた場合、通常価格で POP を付けなかった場合、
および特売価格で POP を付けなかった場合のそれぞれが 1 ％水準で有意と判定された（図表５参照）。 
 
図表４ 分散分析表 
因子 Type II 平方和 自由度 平均平方 F 値 P 値 判定 
実験条件 55.2292 3 18.4097 7.4106 0.0004 ** 
期 間 17.7292 3 5.9097 2.3789 0.0836  
場 所 1.2292 3 0.4097 0.1078 0.9551  
（注）** p < .01 
 
図表５ 各水準間の差の検定 

























POP なし 3.8333 1.9167 1.9167 2.9787 0.0048 ** 
（注）** p < .01 
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続いて、値引き、価格表示型 POP 広告それぞれにおける単独の主効果と、交互作用の分析を行った。




因子 自由度 Type II 平方和 平均平方 F 値 P 値 判定 
値引き 1 31.6875 31.6875 11.66 0.0014 ** 
POP 広告 1 6.02083333 6.020833 2.22 0.1438  
値引き×POP 広告 1 17.52083333 17.52083 6.45 0.0147 * 
（注）** p < .01、* p < .05 
 
（ 3 ）分析結果の考察 




引きの無い場合に価格表示型 POP を設置した場合には POP を付けない場合よりも平均売上数が少な
かったのに対し、値引きした場合には POP を付けなかった場合と比較して約 2 倍の売上があった（図
表７参照）。 
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 6－ 2  商品の展示方法とＰＯＰの効果に関する実験（実験２）結果 
（ 1 ）基本データ 
延べ12日間にわたる実験の結果、実験条件別に、図表８に示す売上データが得られた。日毎の平均
売上数量では、条件 T4（面展なし－POP なし）の値と比較して、他の 3 つの条件は明らかに大きな値
を示しており、面展と書評 POP が、売り上げ増加に何らかの影響を及ぼしていることがわかる。 
 
図表８ 売上数量（単位：枚数） 
 棚1 棚2 棚3 棚4 計 
期間1 T1  11 T2  10 T3  15 T4  10  46 
期間2 T2  18 T3  17 T4   6 T1  21  62 
期間3 T3  17 T4   9 T1  25 T2  24  75 
期間4 T4  10 T1  25 T2  24 T3  18  77 
計 56 61 70 73 260 
注）実験条件は次の通り。 
T1：面展あり－POP あり T3：面展なし－POP あり 
T2：面展あり－POP なし T4：面展なし－POP なし 
全期間の総売上数量＝260  1 日あたり平均売上数量＝21.67 
 
（ 2 ）分散分析 
次に、実験結果のデータについて分散分析を行ったところ、実験条件が1％水準、期間が5％水準で有
意となり、場所に有意な差はなかった（図表９参照）。 





因子 Type II 平方和 自由度 平均平方 F 値 P 値 判定 
実験条件 109.5000 3 36.5000 6.5925 0.0010 ** 
期 間 51.1667 3 17.0556 3.0805 0.0379 * 
場 所 15.5000 3 5.1667 0.6599 0.5814  






─   ─ 62
図表10 各水準間の差の検定 

























POP なし 5.5833 2.9167 2.6667 2.7760 0.0083 ** 
（注）** p < .01、* p < .05 
 
続いて、面展、書評 POP 広告それぞれにおける単独の主効果と交互作用の分析を行った（図表11参
照）。結果は、面展単独では 1 ％、書評 POP 広告単独では 5 ％水準で有意な効果が見られたが、面展
と POP の交互作用については統計的に有意な結果は得られなかった。 
 
図表11 交互作用の分散分析 
因子 Type II 平方和 自由度 平均平方 F 値 P 値 判定 
面展 65.33333333 1 65.33333333 10.33 0.0024 ** 
POP 30.08333333 1 30.08333333 4.76 0.0345 * 
面展×POP 14.08333333 1 14.08333333 2.23 0.1427  
（注）** p < .01、* p < .05 
 
（ 3 ）分析結果の考察 






















 7 ．研究仮説の検証 
本章では、前章にて行った調査データの分析結果に基づき、先述した研究仮説の検証を行う。 
 
H 1 a：価格表示型の POP 広告は、POP 広告が無い場合と比較して売上を有意に増大させる。 
 




H 1 b：商品紹介型の POP 広告は、POP 広告が無い場合と比較して売上を有意に増大させる。 
 
実験 2 より、商品紹介型 POP は単独で売上を有意に増加させる。よって、本仮説は支持された。 
 
H 2 ：POP 広告と他の ISP 施策を組み合わせた場合、両者それぞれを単独で実施した場合と比較して、
売上は有意に増大する。 
 




 8 ．研究結果のまとめと提言 
これまでの調査結果をまとめるとともに、研究全体を振り返り、本研究の限界や今後の研究課題を提
示する。 




























































いものが必要とされていることが考えられる。実験 2 において書評 POP だけではなく面展という、商
品を目立たせる効果のある ISP 施策に有意な効果があったことが、この考察の妥当性を裏付けている
だろう。 
POP 広告の設置は、多くの場合、売上増大効果をもたらすが、他の ISP 施策と組み合わせた場合は
その組み合わせと POP 広告の表示内容によって効果が大きく増減することも明らかになった。実験 1
値引き告知のPOP広告を付
けることで効果増大 








は値引きと価格表示型 POP 広告、面展と商品紹介型 POP 広告という 2 種類の組み合わせで実験を行




1 最近では電子 POP のように従来の分類体系には収まらない、メッセージの多様さやインタラクティブな機能を備
えた新しいタイプの POP 広告も登場している。 
2 面展とは、棚を利用して読者に本の表紙を正面から見せる商品陳列方法である。通常の背表紙を前面とした展示
方法より陳列スペースを多く使用する一方、来店客から見える商品の面積が大きく認知されやすいため、販売促
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